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(57)【要約】
難燃性パネルおよび製造方法は、全体として、上面およ
び下面を有する層であって上面から下面まで延びる複数
の実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維を含む
層とバインダー材料とを含むバット材料を備えている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　耐火性バット材料であって、
　上面および下面を有する層であって、前記上面から前記下面まで延びる複数の実質的に
垂直に配向された難燃処理された繊維を含む層と、
　バインダー材料と
　を含む、耐火性バット材料。
【請求項２】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維が、防火処理されたリヨセル繊維で
ある、請求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項３】
　前記リヨセル繊維が３．８１～７．６２ｃｍ（１．５～３．０インチ）の平均長さを有
する、請求項２に記載の耐火性バット材料。
【請求項４】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維の繊維が、ポリエステル、ポリオレ
フィン、セルロース系繊維およびそれらの混合物からなる群から選択される、請求項１に
記載の耐火性バット材料。
【請求項５】
　前記セルロース系繊維が、綿、レーヨン、羊毛、絹、アセテート、ナイロン、リヨセル
、亜麻、ラミー、ジュート、アンゴラ、ケナフまたはそれらの混合物として含む、請求項
４に記載の防火性バット材料。
【請求項６】
　前記耐火性バット材料が１６９～６１０グラム/平方メートル（５～１８オンス／平方
ヤード）の坪量を有する、請求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項７】
　前記実質的に垂直に配向された処理された難燃性繊維の防火性材料の装填が、１６ Ｃ
ＦＲ Ｐａｒｔ １６３３（２００７）として定められた燃焼性基準を満たすために有効な
量である、請求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項８】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維の防火性材料が、ハロゲン化化合物
、リン含有化合物、硫酸塩含有化合物、金属水酸化物、ホウ酸塩、ケイ素系化合物、メラ
ミン系化合物、ホスホン酸誘導体、発泡性防炎化合物、およびそれらの混合物を含む、請
求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項９】
　１．２７ｃｍ～７．６２ｃｍ（０．５インチ～３インチ）より大きい厚さを有する、請
求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項１０】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維が、ポリリン酸アンモニウムで処理
されたリヨセル繊維を含む、請求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項１１】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維が、前記層の５０パーセントより多
い、請求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項１２】
　前記上面から前記下面まで延びる前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維が
、プリーツ形態である、請求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項１３】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維が天然繊維を含む、請求項１に記載
の耐火性バット材料。
【請求項１４】
　天然繊維が綿を含み、かつ１．２７～４．０６４ｃｍ（０．５～１．６インチ）の平均
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長さを有する、請求項１に記載の耐火性バット材料。
【請求項１５】
　請求項１に記載の耐火性バット材料を含む、マットレス。
【請求項１６】
　物品を防火する方法であって、
　布帛ティッキングを含む層、バット材料の層、および任意選択のステッチ裏地層を組み
合わせる工程であって、バット材料層は、上面、下面、前記上面から前記下面まで延びる
複数の実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維、およびバインダー材料を含む工程
と、
　複合材料を形成するためにそれらの層を縫い合わせる工程と、
　前記複合材料を物品に組み込む工程と
　を含む方法。
【請求項１７】
　前記バット材料層と前記任意選択のステッチ裏地層との間に介在されたフォーム層を、
さらに含む、請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記実質的に垂直に配向された難燃性繊維の繊維が、ポリエステル、ポリオレフィン、
セルロース系繊維、およびそれらの混合物からなる群から選択される、請求項１６に記載
の方法。
【請求項１９】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維が、防火処理されたリヨセル繊維で
ある、請求項１６に記載の方法。
【請求項２０】
　前記バット材料層が１．２７～７．６２ｃｍ（０．５～３．０インチ）の厚さを有する
、請求項１６に記載の方法。
【請求項２１】
　前記バット材料層が１６９～６１０グラム/平方メートル（５～１８オンス／平方ヤー
ド）の坪量を有する、請求項１６に記載の方法。
【請求項２２】
　前記複合材料がキルト織りされている、請求項１６に記載の方法。
【請求項２３】
　前記実質的に垂直に配向された難燃性繊維の繊維が１．２７～７．６２ｃｍ（０．５～
３．０インチ）の平均長さを有する、請求項１６に記載の方法。
【請求項２４】
　前記実質的に垂直に配向された難燃性繊維の防火性材料が、ハロゲン化化合物、リン含
有化合物、金属水酸化物、ホウ酸塩、ケイ素系化合物、メラミン系化合物、ホスホン酸誘
導体、発泡性防炎化合物、およびそれらの混合物を含む、請求項１６に記載の方法。
【請求項２５】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理されたものの中および／または上への防火性材
料の装填が、１６ ＣＦＲ １６３３（２００７）として定められた燃焼性基準を満たすた
めに有効な量である、請求項１６に記載の方法。
【請求項２６】
　前記実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維が、前記層の５０パーセントより多
い、請求項１６に記載の方法。
【請求項２７】
　前記バインダー材料が、１３０℃未満の周囲部融点を有する二成分ポリエステルである
、請求項１６に記載の方法。
【請求項２８】
　防火処理されたリヨセル繊維がポリリン酸アンモニウムを含む、請求項１６に記載の方
法。
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【請求項２９】
　前記上面から前記下面まで延びる複数の実質的に垂直に配向された難燃処理された繊維
が、プリーツ形態である、請求項１６に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、概して、防火処理された繊維を含む耐火性パネル、より詳細には、垂直に配
向された防火処理された繊維を含む耐火性パネルに関する。また、物品耐火性パネルを防
火する方法も開示する。
【背景技術】
【０００２】
　今日、マットレスや他の家具に耐燃性を付加することに関心が高まっている。例えば、
米国で販売されているマットレスおよびマットレスセットは、１６Ｃ．Ｆ．Ｒ．Ｐａｒｔ
１６３３（２００７）として体系化された裸火要件を満たす必要がある。これらの要件を
満たすために使用される材料は、製品毎に異なるが、全体的なアプローチとしては、一般
に、最外マットレス層、例えば、織物層、ティッキング層などの下にある耐燃性バリア材
料でマットレスを包み込むことが挙げられる。ほとんどのマットレス製造業者が使用して
いる材料は、不織布ハイロフトまたはニードルパンチ加工の繊維バットであるが、程度は
より少ないが、ニットソックス式のバリア材料も使用されている。
【０００３】
　通常、市販の耐火性バットには、カーディングおよびクロスラッピングが施されており
、それによって、水平に配向された繊維ウェブの複数の薄い層が互いに積層され、この場
合、連続した各繊維ウェブが前の層に対して略垂直に積層される。ウェブを接着するため
の１つの方法として、熱的接着によるものがある。熱的接着法では、層状ウェブは、その
後、炉を通過し、ここで、低融点ポリエステルまたは低融点共重合ポリエステルなどの溶
融性接着剤が、ウェブを結合して保持するための接着剤として機能する。ポリエステルな
どの好適な低融点接着剤は、一般に、１３０℃未満の融点を有する。いくつかの実施形態
では、接着剤は、コアを封入している周囲部よりも融点の高いコアを有する二成分材料で
ある。そのため、熱処理中に、周囲部は、周囲部の融点より高いがコアの融点より低い温
度まで加熱されて、周囲部を軟化および／または溶融して、繊維を結合するように機能す
る。従来技術の図１は、水平に配向された繊維ウェブ１２を含む不織布バット１０を示す
横断面図である。他の市販の耐火性バット製造業者は、ウェブを機械的に保持するための
手段として繊維同士を絡ませるため、ウェブ層を通って、水平に配向された繊維の層状ウ
ェブを貫通するニードルの使用を採用する。こうして得られた断面構造は、一般に、主に
水平に配向された繊維ウェブからなるものとして定義される。通常は、製造業者の方法に
関係なく、耐火性バットは、比較的低いロフトのものであり、また、使用中に発生し得る
ような加圧後の低弾力性である。
【０００４】
　現在の難燃性バットは、１６Ｃ．Ｆ．Ｒ．Ｐａｒｔ １６３３として記載された基準を
満たしているが、商用製品の多くは、ユーザーに快適性をほとんど与えていない。さらに
、市販の耐火性バットは、一般に絶縁性であり、温度管理および湿度制御についてもほと
んど行わない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、改善された耐火性パネル、例えば、マットレスでの使用、布張り家具での使用
などのためのバット材料として採用されるものが必要である。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本明細書において一実施形態で開示される、耐火性バット材料は、上面および下面を有
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する層であって、前記上面から前記下面まで延びる複数の実質的に垂直に配向された難燃
処理された繊維を含む層と；バインダー材料とを含む。
【０００７】
　もう１つの実施形態では、物品を防火する方法は、布帛ティッキングまたは布張りの層
、バット材料の層、および任意選択のステッチ裏地層を組み合わせる工程であって、前記
バット材料層は、上面、下面、前記上面から前記下面まで延びる複数の実質的に垂直に配
向された難燃処理された繊維、およびバインダー材料を含む、工程；複合材料を形成する
ためにそれらの層を縫い合わせる工程；および前記複合材料を物品に組み込む工程を含む
。
【０００８】
　本開示は、本開示の様々な特徴およびそれに含まれる実施例の以下の詳細な説明を参照
することによってより容易に理解し得る。
　次に図面を参照するが、図面では同様の要素には同様の符番を行っている。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】従来技術であり、カーディングおよび水平クロスラッピングが施された繊維を含
む不織布バット材料の断面図。
【図２Ａ】本開示に従う、垂直に配向された難燃処理されたプリーツ繊維を含む不織布バ
ット材料の断面図。
【図２Ｂ】本開示に従う、図２Ａの垂直に配向された難燃処理された繊維を含む不織布バ
ット材料の拡大断面図。
【図３】本開示に従う、垂直に配向された難燃処理された繊維を含む不織布バット材料の
断面図。
【図４Ａ】異なる繊維についての水分吸収プロフィールを示す断面画像。
【図４Ｂ】異なる繊維についての水分吸収プロフィールを示す断面画像。
【図４Ｃ】異なる繊維についての水分吸収プロフィールを示す断面画像。
【図４Ｄ】異なる繊維についての水分吸収プロフィールを示す断面画像。
【図５】防火処理された繊維と未処理繊維に対する時間の関数としての水分吸収のグラフ
。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本明細書は、クッション性物品において使用するための耐燃性パネルを開示する。一例
として、耐燃性パネルは、バット材料としてマットレスに採用することができる。この場
合、繊維は、実質的に垂直に配向され、少なくとも一部は、難燃処理された繊維である。
「処理された」との用語の使用は、防火剤が繊維に適用され、その場合、繊維自体が組成
に応じて様々な程度の難燃性を有する、ことを意味する。出願人らは、防火処理された繊
維を実質的に垂直方向に配向することで、弾力性と、主に水平方向から垂直方向への繊維
配向の変化による製品の回復能力とが増加する、ことを発見した。弾力性の増加は、より
高いレベルの快適さおよび製品耐久性として見出されている。さらに、繊維を実質的に垂
直方向に配向することにより空気の流れの増加が観察された。三次元熱画像により、実質
的に垂直に配向された難燃処理された繊維を含む耐燃性バットを用いて構成されたマット
レスアセンブリは、従来技術の図１に示すような従来のクロスラッピングが施された水平
に配向された繊維層よりも低い保持熱を示す、ことが確認された。
【００１１】
　図２Ａおよび図２Ｂを参照すると、実施形態に従うマットレス１００が示されている。
マットレス１００は、プリーツ中間布張り層１０４（本明細書では繊維バット材料とも称
す）と、プリーツ中間布張り層１０４の外面に設けられたキルト層１０６との間に中心の
コア層１０２とを含む。キルト層１０６は、マットレスの側面に延在することができるが
、この場合、キルト層１０６の裏側の層を明らかにするため、部分的に切り取られて示さ
れている。例えば、絶縁層などの他の層（示していない）も、異なる用途のために要求に
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応じて含むことができる。
【００１２】
　図２Ｂは、図２Ａに示す円に対応するマットレス１００の拡大図を示す。コア層１０２
は、１つ以上のフォーム層、コイルばね層、およびそれらの組合せを含み得る。キルト層
１０６は、マットレスの複合層であり、フォーム、または保護布カバー、例えば、ティッ
キング層の裏側に縫い付けられた繊維のクロス積層不織布ウェブで作ることができ、マッ
トレスに柔らかい表面性状を提供する。
【００１３】
　プリーツ中間布張り層１０４は、クロス積層繊維のプリーツ（垂直ラッピング）ウェブ
を含む。プリーツ層では、プリーツは、以下でより詳細に説明するように、繊維のクロス
積層不織布ウェブから形成される。
【００１４】
　代替実施形態では、中間布張り層１０４用の不織布繊維バット材料は、垂直方向、すな
わち、バット材料の水平面（ｘ方向）に対して略横方向（ｙ方向）に実質的に配向された
複数の個々の難燃処理された繊維１０２を含むことができる。
【００１５】
　織物、繊維状の組成物、編物、材料、製品および類似のアイテムに関連して本明細書に
おいて使用される「不織布」との用語は、２つ以上の同じまたは異なる成分、例えば、フ
ィラメント、微小繊維、繊維、繊維状組成物、スレッドまたは糸などを一緒に付着し、接
着しかつ／またはからみ合わせることによって、一般には、それらを一緒に緩く接着し、
一般に、製織または交錯を必要としないが、例えば、公知のニードルパンチ法、メルトブ
ロー積層法、スパンボンド法、湿式形成法および様々な接着カードウェブ法を使用した、
機械的、化学的、熱的および／または溶媒手段を採用する様々な技術の１つ以上を使用す
ることによって作出される構造を意味する。不織布材料は、溶融またはケミカルボンド技
術（接着剤、例えば、ＰＶＡまたはポリエステルなどの使用による）または当業者に知ら
れている類似技術を用いて製造される。この用語は、一般に、織られ、編まれ、タフトさ
れているか、または羊毛もしくは他のフェルト化プロセスを用いて作製されたものである
織物、編物、繊維状の組成物または材料を含まない。
【００１６】
　本開示の実質的に垂直に配向された配向性で難燃処理された繊維を含む、布張り層、す
なわち、バット材料はまた、費用効果が高く、柔らかく、さらに耐久性があり、他の家庭
用用途、防護衣料用途、および産業最終用途に加えて、限定されるものではないが、マッ
トレス成分、マットレスカバー、掛け布団、ベッドスプレッド、キルト、カバレット、羽
毛布団、枕、枕カバー、クッションを含む様々なクッション性物品に好適である。
【００１７】
　垂直に配向された難燃処理された繊維のバット材料に採用される繊維は、１６Ｃ．Ｆ．
Ｒ．Ｐａｒｔ １６３３を満たすかまたは超える耐火性をパネルに提供するのに有効な量
で防火剤を適用および保持することができる限り限定されるものではない。繊維は天然繊
維および／または合成繊維である。寝具成分に天然繊維を使用することが望ましいが、こ
れらの繊維に関連した柔らかさおよび耐久性ならびにほとんどの天然セルロース系繊維の
吸収特性がその理由である。好適な繊維としては、限定されるものではないが、ポリエス
テル、ポリオレフィン、例えば、ポリプロピレンおよびポリエチレンなど、セルロース系
繊維、綿、レーヨン、羊毛、絹、アセテート、ナイロン、リヨセル、亜麻、ラミー、ジュ
ート、アンゴラ、ケナフなど、およびそれらの混合物が挙げられる。
【００１８】
　繊維は、様々な直径およびデニールを有してもよく、中空もしくは中実であってもよく
、クリンプ加工してもよい。異なる種類の繊維を混合することにより、バット材料の弾力
性にさらに寄与し得る。その量は、一般に、繊維組成、および採用される難燃剤に応じて
変更される。
【００１９】
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　一実施形態では、難燃処理された繊維はリヨセルであり、リヨセルは、溶解パルプ（漂
白された木材パルプ）から作製される再生セルロース繊維であり、Ｌｅｎｚｉｎｇ ＡＧ
社からテンセル（Ｔｅｎｃｅｌ）とのブランド名で繊維として市販されている。米連邦取
引委員会（Ｔｈｅ ＵＳ Ｆｅｄｅｒａｌ Ｔｒａｄｅ ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ）はリヨセル
を「有機溶媒紡糸法により得られたセルロース繊維」と定義し、リヨセル繊維をレーヨン
のサブカテゴリーとして分類している。リヨセル繊維のいくつかの主な特徴は、柔らかく
、吸収力があり、湿潤または乾燥しているときに非常に強く、防しわ性があるということ
である。これらの全ては、全般的にバット材料にとって望ましい。水分吸収特性は、マッ
トレス用途に非常に望ましい改良された水分吸い上げを提供する。
【００２０】
　図４Ａ～図４Ｄは、染色水への浸漬後の様々なセルロース系繊維の断面図を示す。これ
らの図では、明るい領域は最小限の水分吸収を示し、より暗い領域は、最大水分吸収を示
す。様々なセルロース系繊維は、綿、Ｌｅｎｚｉｎｇグループからビスコース（ＶＩＳＣ
ＯＳＥ）との商標で市販されているレーヨン、Ｌｅｎｚｉｎｇグループからモダール（Ｍ
ＯＤＡＬ）との商標で市販されている改質レーヨン；およびＬｅｎｚｉｎｇグループから
テンセルとの商標で市販されているリヨセルを含んでいた。示すように、リヨセルは、断
面図全体に均一な暗色から明らかなように、最大かつ最も均一な水分吸収を示した。これ
とは対照的に、綿での水分吸収が中央に位置する孔で起こるのに対し、モダールおよびビ
スコース材料の水分吸収は断面構造内の孔に限定されることが観察された。さらに、リヨ
セルは、ビスコースおよびモダールと比べて比較的滑らかな外表面を有し、これにより改
善されたカーディングがもたらされ、複雑な断面形状を有する材料よりも柔らかい感触が
与えられると考えられることに留意されたい。
【００２１】
　人造繊維は、任意の所望の切断長さに製造することができ、その切断長さは、一般に、
設備および製品性能によって決定される。垂直に配向されたバット材料では、防火処理さ
れる繊維は、一般に、０．６３５～１０．１６ｃｍ（０．２５～４インチ）の長さ、他の
例では、１．２７～７．６２ｃｍ（０．５～３インチ）の長さ、さらに他の例では、３．
８１～７．６２ｃｍ（１．５～３インチ）の長さを有する。一例として、リヨセル、レー
ヨンおよび／またはポリエステル繊維では、カーディングの切断長さは、一般に、３．８
１～７．６２ｃｍ（１．５～３インチ）の間である。綿などの天然繊維では、繊維長さは
、一般に、１．２７ｃｍから４．０６４ｃｍ（０．５インチから１．６インチ）まで変更
可能である。垂直に配向されたときの不織布繊維バット材料はまた、０．５インチ（１．
２５センチメートル）以上の全体の厚さまたはロフトを有し得る。バットの厚さに対して
実際には何の制限もないが、多くの典型的な用途では、ハイロフトバットの厚さは３イン
チ（７．６ｃｍ）より大きい必要はなく、多くのマットレス用途では、２インチ（５ｃｍ
）未満が有用である。また、バット材料は、一般に、約５～１８オンス／平方ヤード（１
６９～６１０グラム／平方メートル）の坪量を有し得、好ましくは、８～１１オンス／平
方ヤード（２７１～３７３グラム／平方メートル）である。バット材料の総密度は、一般
に、上記の坪量と合わせられる。密度がより高いバットは、一般に、マットレスおよび他
の物品におけるクッション材としての使用に望ましい弾力性を有していない。密度が低い
バットに関しては、バット材料は製造中に取り扱うためには嵩高い場合が多く、キルトの
複合材料に組み込まれる場合、一般に、好ましい密度範囲に圧縮される。より薄くかつ密
度のより高いバットはまた、所望の柔らかさ、美観を与えず、適用中およびＦＲ保護に関
する耐久性を欠く可能性がある。
【００２２】
　防火処理された繊維は、構造的完全性を高めるために、化学的、熱的または機械的に接
着し得る。化学的接着剤は、一般に、含浸、コーティングおよび／または噴霧により、難
燃処理された繊維に適用することができる。典型的な化学的接着剤としては、限定される
ものではないが、アクリレートポリマー、スチレン－ブタジエンコポリマー、および酢酸
ビニルポリマーが挙げられる。繊維の熱的接着は、一般に、難燃処理された繊維への、低
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材料の繊維間で、制御された加熱下で結合が形成されるように、ウェブを形成するための
さらなる加工により、低分子量接着剤の溶融および／または部分的溶融がもたらされる。
機械的接着に関しては、難燃処理された繊維を含む繊維のウェブは、繊維交絡を増大させ
るために処理することができる。一般には、２つのタイプの機械的接着がある：ニードル
パンチ法および水流交絡法。ニードルパンチ法は、ほとんどの繊維タイプで使用すること
ができ、一般に、繊維を交絡するためにウェブを介して押し引きされる特別設計のニード
ルの使用を含む。異なる特徴のウェブを一緒にニードリングして、他の手段によって達成
することが困難な特性の変化を作り出すことができる。水流交絡法は交絡を達成するため
に水噴射を採用する。
【００２３】
　処理された防火性繊維を用いて作製された耐燃性パネルは、１６ＣＦＲ１６３３として
記載された燃焼性基準を満たすおよび／または超える量の混合物から構成されている。耐
燃性は、一般に、繊維組成、適用される難燃性化学物質、および難燃剤装填量に依存する
。ほとんどの実施形態では、繊維の少なくとも５０％は防火処理された繊維である。他の
実施形態では、繊維の少なくとも６０％は防火処理された繊維であり、さらに他の実施形
態では、繊維の少なくとも８０％は防火処理された繊維である。パネル組成物中の残りの
繊維は未処理繊維、バインダー繊維などを含み得る。
【００２４】
　いくつかの実施形態では、垂直に配向された繊維の複数の層は、バット材料用途に所望
の厚さを提供するために積重配置される。積層は、層間で所望の量の構造的完全性を提供
するために、化学的、熱的および／または機械的接着に付される。例えば、低分子量ポリ
エステルなどの接着剤および／または粘着剤は、構造的完全性を提供するため、それらの
層の間に介在されて使用され、または積重配置は、繊維交絡を達成するためにニードルパ
ンチ加工される。
【００２５】
　予想外にも、リヨセルまたはレーヨンなどの処理された繊維を使用して垂直に配向され
た製品に変換した場合に、従来技術の、カーディングおよびクロスラッピングが施された
、同様のロフトを有する水平に配向された材料と比べて、パネルを形成し、同等の火災等
級を与えるために必要とされる難燃処理された繊維は少ないことも発見された。例えば、
１６ Ｃ．Ｆ．Ｒ ＰＡＲＴ １６３３として体系化された製品安全基準を満たしかつ／ま
たは超えた、密度２８．３４９５グラム/０．９１４４平方フィート（１オンス／平方フ
ィート）の繊維バット材料は、表１で示されるように、水平に配向されかつクロスラッピ
ングが施された防火処理された繊維の場合に必要な８０％と比べて、実質的に垂直に配向
された防火性繊維を７０％必要とするに過ぎなかった。
【００２６】



(9) JP 2016-540130 A 2016.12.22

10

20

30

40

50

【表１】

１　　比較品
２　　発明品
　さらに、密度２２．６７９６グラム/平方フィート（０．８オンス／平方フィート）の
ポリリン酸アンモニウム防火処理リヨセル繊維バット材料もまた、必要な、１６ Ｃ．Ｆ
．Ｒ Ｐａｒｔ １６３３として体系化された製品安全基準を満たし、かつ／または超え、
従来技術のバット材料と比べて、有意かつ予想外の結果を表すことも発見された。上述し
たように、従来技術のバット材料は、一般に、この体系化された基準を満たすために８０
％の密度２８．３４９５グラム/平方フィート（１オンス／平方フィート）の防火処理繊
維が必要であったのに対し、下の表２に示すデータは、製品安全基準を満たすために、密
度２２．６７９６グラム/平方フィート（０．８オンス／平方フィート）の実質的に垂直
に配向された防火性繊維を７０％必要とするに過ぎなかったことを示している。１６ Ｃ
．Ｆ．Ｒ １６３３として提供される基準を満たすために必要な坪量および材料がより少
ないことから、それらの結果は重要な商業的利点を提供する。データは、さらに低いパー
センテージの難燃処理された繊維および／またはより低い坪量が可能であり、それでもな
お、１６ Ｃ．Ｆ．Ｒ Ｐａｒｔ １６３３として体系化された製品安全基準を満たし得る
ことをさらに示唆している。
【００２７】
【表２】

　さらに、ほとんどの従来の防火性繊維とは異なり、防火性化学物質の適用は、リヨセル
繊維の断面積全体に実質的に広がり、特定の理論に縛られるものではないが、それが１６
 ＣＦＲ Ｐａｒｔ １６３３として記載された燃焼性基準を満たすおよび／または超える
ために製品混合物において必要な難燃処理繊維の量の減少に結びつくことが発見された。
【００２８】
　繊維の少なくとも一部は、難燃化学で処理され、耐久性または非耐久性仕上材料として
提供し得る。耐久性のある難燃性仕上材料は水への曝露または取り扱いによって除去され
ない。典型的な防火剤としては、限定されるものではないが、塩素化難燃性化合物、例え
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ば、塩素化炭化水素、塩素化リン酸エステル、塩素化ポリリン酸塩、塩素化有機ホスホン
酸塩、リン酸クロロアルキル、ポリ塩素化ビフェニル、ポリ塩素化ジベンゾ－ｐ－ダイオ
キシンおよびジベンゾフランなどが挙げられ、一般に、気相中で化学的に作用する高濃度
の塩素を含有する分子である。それらは共力剤としての三酸化アンチモンおよび／または
ホウ酸亜鉛と組み合わせて使用することが多い。３つの主要な塩素化化合物群としては、
（ａ）塩素化パラフィン、（ｂ）塩素化リン酸アルキル、および（ｃ）塩素化シクロ脂肪
族化合物が挙げられる。
【００２９】
　塩素化化合物の例としては、ドデカクロロジメタノジベンゾシクロオクタン、リン酸ト
リス（２－クロロエチル）、リン酸トリス（２－クロロ－１－メチルエチル）、リン酸ト
リス（２－クロロ－１－（クロロメチル）エチル）（ＴＤＰＰ）、リン酸トリス（クロロ
プロピル）、リン酸トリス（ジクロロプロピル）、亜リン酸トリス（２－クロロエチル）
、塩化アンモニウム、クロレンド酸、無水クロレンド酸、亜リン酸トリス（ジクロロブロ
プロピル）、ビス（ヘキサクロロシクロペンタジエノ）シクロオクタン、亜リン酸トリス
（ジクロロプロピル）、リン酸ビス［ビス（２－クロロエトキシ）－ホスフィニル］イソ
プロピルクロロエチルおよびマイレックス（ＭＩＲＥＸ）（登録商標）（１，１ａ，２，
２，３，３ａ，４，５，５，５ａ，５ｂ，６－ドデカクロロオクタヒドロ－１，３，４－
メテノ－１Ｈ－シクロブタ（ｃｄ）ペンタレン）が挙げられる。
【００３０】
　臭素化防火性化合物、例えば、臭素化有機化合物および臭素化炭化水素などは、多くの
材料において防火効率を示す。３つの主要な臭素化防火剤群としては、（ａ）脂肪族臭素
化化合物、（ｂ）芳香族臭素化化合物、および（ｃ）臭素化エポキシ系防火剤が挙げられ
る。脂肪族臭素化化合物としては、例えば、リン酸トリスブロモネオペンチル、トリスブ
ロモネオペンチルアルコール、ジブロモネオペンチルグリコール、ヘキサブロモシクロヘ
キサン、ヘキサブロモシクロドデカン、テトラブロモシクロペンタン、ヘキサブロモシク
ロヘキサン、ヘキサブロモシクロオクタン、ヘキサブロモシクロデカンおよびヘキサブロ
モシクロドデカンが挙げられる。芳香族臭素化化合物としては、例えば、ヘキサブロモベ
ンゼン、デカブロモビフェニル、オクタブロモジフェニルオキシド、ヘキサブロモベンゼ
ン、トリス（トリブロモフェニル）トリアジン、テトラブロモビスフェノールＡビス（２
，３ジブロモプロピルエーテル）、ジブロモネオペンチルグリコール、ポリ（ペンタブロ
モベンジルアクリレート）、ペンタブロモジフェニルエーテル、オクタブロモジフェニル
オキシド、オクタブロモジフェニルエーテル、デカブロモジフェニル、デカブロモジフェ
ニルエタン、デカブロモジフェニルオキシド、デカブロモジフェニルエーテル、テトラブ
ロモビスフェノールＡおよび臭素化トリメチルフェニルインダンが挙げられる。臭素化エ
ポキシ系防火剤としては、臭素化エポキシオリゴマーおよびポリマーが挙げられる。
【００３１】
　他の臭素化防火性化合物としては、臭素化ジフェニルエーテル、ポリ臭素化ジフェニル
エーテル、ホスホン酸ジメチル－３－（ヒドロキシメチルアミノ）－３－オキソプロピル
、ペンタブロモトルエン、テトラブロモクロロトルエン、ペンタブロモフェノール、トリ
ブロモアニリン、ジブロモ安息香酸、ペンタブロモトルエン、デカブロモジフェニルオキ
シド、トリブロモフェノール、ヘキサブロモシクロドデカン、臭素化リン、臭化アンモニ
ウム、デカブロモビフェニルオキシド、ペンタブロモビフェニルオキシド、デカブロモビ
フェニルエーテル、２，３－ジブロモプロパノール、オクタブロモビフェニルエーテル、
オクタブロモジフェニルオキシド、テトラブロモビフェニルエーテル、ヘキサブロモシク
ロドデカン、ビス（テトラブロモフタルイミド）エタン、ビス（トリブロモフェノキシ）
エタン、臭素化ポリスチレン、臭素化エポキシオリゴマー、ポリペンタブロモベンジルア
クリレート、テトラブロモビスフェノール化合物、ジブロモプロピルアクリレート、ジブ
ロモヘキサクロロシクロペンタジエノシクロオクタン、Ｎ１－エチル（ビス）ジブロモノ
ンボランジカルボキシミド、デカブロモジフェニルオキシド、デカブロモジフェニル、ヘ
キサブロモシクロヘキサン、ヘキサブロモシクロドデカン、テトラブロモビスフェノール
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Ａ、テトラブロモビスフェノールＳ(tetrabromobisphenol S)、Ｎ’Ｎ’－エチルビス（
ジブロモノンボメン）ジカルボキシミド、ヘキサクロロシクロペンタジエノジブロモシク
ロオクタン、テトラブロモジペンタエリトリトール、ペンタブロモエチルベンゼン、デカ
ブロモジフェニルエーテル、テトラブロモフタル酸無水物、ヘキサブロモビフェニル、オ
クタブロモビフェニル、安息香酸ペンタブロモフェニル、フタル酸ビス－（２，３－ジブ
ロモ－１－プロピル）、リン酸トリス（２，３－ジブロモプロピル）、Ｎ，Ｎ’－エチレ
ン－ビス－（テトラブロモフタルイミド）、テトラブロモフタル酸ジオール［２－ヒドロ
キシプロピル－オキシ－２－２－ヒドロキシエチルエチル－テトラブロモフタル酸］－、
ポリ臭素化ビフェニル、テトラブロモビスフェノールＡ、リン酸トリス（２，３－ジブロ
モプロピル）、亜リン酸トリス（２－クロロエチル）、亜リン酸トリス（ジクロロブロモ
プロピル）、亜リン酸ジエチル、ピロリン酸ジシアンジアミド、亜リン酸トリフェニル、
リン酸ジメチルアンモニウム、リン酸ビス（２，３－ジブロモプロピル）、臭化ビニル、
ポリペンタブロモベンジルアクリレート、デカブロモジフェニルオキシド、ペンタブロモ
ジフェニルオキシド、２，３－ジブロモプロパノール、オクタブロモジフェニルオキシド
、ポリ臭素化ジベンゾ－ｐ－ダイオキシン、ジベンゾフランおよびブロモ塩素化パラフィ
ンが挙げられる。
【００３２】
　リン系防火剤は、リンを含む化合物、例えば、ハロゲン化リン酸塩（塩素化リン酸塩、
臭素化リン酸塩など）、非ハロゲン化リン酸塩、リン酸トリフェニル、リン酸エステル(p
hosphate esters)、ポリオール、ホスホニウム誘導体、ホスホン酸塩、リン酸エステル(p
hosphoric acid esters)およびリン酸エステル(phosphate esters)などであり、リンを含
む難燃性化合物の最大のクラスである。リン系防火剤は、通常、アルキル（一般には、直
鎖）またはアリール（芳香環）基を結合しているリン酸コアから構成されている。ハロゲ
ン化リン酸化合物は、総ハロゲン濃度を減少させるために導入されることが多い。非ハロ
ゲン化リン酸化合物としては、例えば、赤リン、無機リン酸塩、不溶性リン酸アンモニウ
ム、ポリリン酸アンモニウム、ポリリン酸尿素アンモニウム、オルトリン酸アンモニウム
、リン酸炭酸アンモニウム(ammonium carbonate phosphate)、リン酸尿素アンモニウム、
リン酸二アンモニウム、リン酸メラミンアンモニウム、ポリリン酸ジエチレンジアミン、
ポリリン酸ジシアンジアミド、ポリリン酸塩、リン酸尿素、ピロリン酸メラミン、オルト
リン酸メラミン、ポリリン酸ホウ素のメラミン塩、ホスホン酸メチルジメチルのメラミン
塩、亜リン酸水素ジメチルのメラミン塩、ポリリン酸ホウ素のアンモニウム塩、ホスホン
酸メチルジメチルの尿素塩、有機リン酸塩、ホスホン酸塩およびホスフィンオキシドが挙
げられる。リン酸エステルとしては、例えば、トリアルキル誘導体、例えば、リン酸トリ
エチルおよびリン酸トリオクチルなど、トリアリール誘導体、例えば、リン酸トリフェニ
ルなど、ならびにアリール－アルキル誘導体、例えば、リン酸２－エチルヘキシル－ジフ
ェニルなどが挙げられる。
【００３３】
　リン系防火剤の他の例としては、リン酸ホウ素メチルアミン、リン酸シアヌルアミド、
リン酸ジフェニルクレシル、リン酸トリス（１－クロロ－２－プロピル）、リン酸トリス
（２－クロロエチル）、リン酸トリス（２，３－ジブロモプロピル）、リン酸トリフェニ
ル、リン酸マグネシウム、リン酸トリクレシル、ヘキサクロロシクロペンタジエン、リン
酸イソプロピルトリフェニル、リン酸トリクレゾール、リン酸ジメチルエタノールアミン
、環状ホスホン酸エステル、リン酸一アンモニウムおよびリン酸二アンモニウム（リン酸
とのヒドロキシル基のエステル化の結果としてチャー形成を可能にする）、リン酸および
ホスホン酸トリアルキル、例えば、リン酸トリエチルおよびジメチルなど、リン酸アリー
ル、例えば、リン酸トリアリール、リン酸イソプロピルトリフェニル、リン酸オクチルフ
ェニル、リン酸トリフェニルなど、リン酸アンモニウム、例えば、リン酸アンモニウム、
ポリリン酸アンモニウムおよびリン酸カリウムアンモニウムなど、リン酸シアヌルアミド
、リン酸アニリン、トリメチルホスホルアミド、トリス（１－アジリジニル）ホスフィン
オキシド、リン酸トリエチル、ビス（５，５－ジメチル－２－チオノ－１，３，２－ジオ
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キサホスホリンアミル）オキシド、リン酸ビス（２－クロロエチル）ビニル、ジメチルホ
スホノ－Ｎ－ヒドロキシメチル－３－プロピオンアミド、リン酸トリス（クロロプロピル
）、リン酸トリス（２－ブトキシエチル）、リン酸トリス（２－クロロエチル）、リン酸
トリス（２－エチルヘキシル）、リン酸トリス（クロロプロピル）、テトラキス（ヒドロ
キシメチル）ホスホニウム塩、例えば、塩化テトラキス（ヒドロキシメチル）ホスホニウ
ムおよび硫酸テトラキス（ヒドロキシメチル）ホスホニウムなど、ｎ－ヒドロキシメチル
－３－（ジメチルホスホノ－）－プロピオンアミド、リン酸尿素、ピロリン酸メラミン、
ポリリン酸ホウ素のメラミン塩、ポリリン酸ホウ素のアンモニウム塩、ピロリン酸ジシア
ンジアミド、亜リン酸トリフェニル、リン酸ジメチルアンモニウム、ｆｙｒｏｌｔｅｘ　
ＨＰ、オルトリン酸メラミン、リン酸尿素アンモニウム、リン酸メラミンアンモニウム、
ホスホン酸メチルジメチルの尿素塩、ホスホン酸メチルジメチルのメラミン塩、亜リン酸
水素ジメチルのメラミン塩、ポリ塩素化ビフェニル、様々なリン酸ジアリールアルキルな
らびにモノマーのホスホン酸クロロエチルと高沸点ホスホン酸塩の混合物が挙げられる。
【００３４】
　金属水酸化物防火剤としては、無機水酸化物、例えば、水酸化アルミニウム、水酸化マ
グネシウム、三水酸化アルミニウム（ＡＴＨ）およびヒドロキシカーボネートなどが挙げ
られる。
【００３５】
　メラミン系防火剤は、３つの化学基：（ａ）メラミン（２，４，６－トリアミノ－１，
３，５トリアジン）、（ｂ）メラミン誘導体（有機または無機酸、例えば、ホウ酸、シア
ヌル酸、リン酸もしくはピロ／ポリ－リン酸などとの塩を含む）、および（ｃ）メラミン
同族体を含む非ハロゲン化難燃剤の群である。メラミン誘導体としては、例えば、シアヌ
ル酸メラミン（メラミンとシアヌル酸の塩）、モノリン酸メラミン（メラミンとリン酸の
塩）、ピロリン酸メラミンおよびポリリン酸メラミンが挙げられる。メラミン同族体とし
ては、メラム（１，３，５－トリアジン－２，４，６－トリアミン－ｎ－（４，６－ジア
ミノ－１，３，５－トリアジン－２－イル）、メレム（２，５，８－トリアミノ １，３
，４，６，７，９，９ｂ－ヘプタアザフェナレン）およびメロン（ポリ［８－アミノ－１
，３，４，６，７，９，９ｂ－ヘプタアザフェナレン－２，５－ジイル］が挙げられる。
他のメラミン系防火性化合物は、上記のようである。
【００３６】
　ホウ酸防火性化合物としては、ホウ酸亜鉛、ホウ砂（ホウ酸ナトリウム）、ホウ酸アン
モニウム、およびホウ酸カルシウムが挙げられる。ホウ酸亜鉛は、化学組成ｘＺｎＯｙＢ

２Ｏ３ｚＨ２Ｏを有するホウ素系防火剤である。ホウ酸亜鉛は、単独で、または他の化学
化合物、例えば、アンチモンオキシド、アルミナ三水和物、水酸化マグネシウムまたは赤
リンなどと組み合わせて使用することができる。ホウ酸亜鉛は、ハロゲン源の分解を加速
し、チャー形成を促進するハロゲン化亜鉛またはオキシハロゲン化亜鉛を介して作用する
。
【００３７】
　ケイ素系材料としては、反応性官能基をもつ（ヒドロキシまたはメトキシ）またはもた
ない（飽和炭化水素）、直鎖および分枝鎖型シリコーンが挙げられる。
　ホスホン酸誘導体としては、ホスホン酸、ホスホン酸のエチレンジアミン塩、塩化テト
ラキスヒドロキシメチルホスホニウムおよびｎ－メチルジメチルホスホノプロピオンアミ
ドが挙げられる。
【００３８】
　発泡性防炎物質の例としては、限定されるものではないが、ポリリン酸アンモニウム、
ホウ酸、塩素化パラフィン、ＤＩ－ペンタエリトリトール、メラミン、リン酸一アンモニ
ウム、ペンタエリトリトール、リン酸エステル、ポリテトラフルオロエチレン、リン酸ト
リブトキシエチル、リン酸トリエチル、ホスホン酸トリス（２－エチルヘキシル）、尿素
、キシレンおよびホウ酸亜鉛が挙げられる。
【００３９】
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　単独でまたは他の難燃性物質と組み合わせて採用することができる粉末金属含有難燃性
物質の例としては、限定されるものではないが、酸化マグネシウム、塩化マグネシウム、
タルク粉、アルミナ水和物、酸化亜鉛、ホウ酸亜鉛、アルミナ三水和物、アルミナマグネ
シウム、ケイ酸カルシウム、ケイ酸ナトリウム、ゼオライト、水酸化マグネシウム、炭酸
ナトリウム、炭酸カルシウム、モリブデン酸アンモニウム 、酸化鉄、酸化銅、リン酸亜
鉛、塩化亜鉛、粘土、リン酸二水素ナトリウム、スズ、モリブデンおよび亜鉛が挙げられ
る。
【００４０】
　また、繊維に適用することができる防火性物質の例としては、ホウ酸、酸化ホウ素、ホ
ウ酸カルシウム、アルミナ三水和物（アルミナ水酸化物）、炭酸アルミナ、水和アルミニ
ウム、水酸化アルミニウム、酸化アンチモン、三酸化アンチモン、五酸化アンチモン、ア
ンチモン酸ナトリウム、炭酸マグネシウム、フッ化チタンカリウム、フッ化ジルコニウム
カリウム、酸化亜鉛、ヒュナイト－ヒドロマグネサイト(hunite-hydromagnesite)、オク
タモリブデン酸アンモニウム、臭化アンモニウム、硫酸アンモニウム、炭酸アンモニウム
、シュウ酸アンモニウム、メタホウ酸バリウム、三酸化モリブデン、ヒドロキシスズ酸亜
鉛、タングステン酸ナトリウム 、アンチモン酸ナトリウム、スズ酸ナトリウム、アルミ
ン酸ナトリウム、ケイ酸ナトリウム、重硫酸ナトリウム、ホウ酸アンモニウム、ヨウ化ア
ンモニウム、スズ化合物、酸化モリブデン、アンチモン酸ナトリウム、スルファミン酸ア
ンモニウム、ケイ酸アンモニウム、水酸化第四級アンモニウム、三水酸化アルミニウム(a
luminum tryhydroxide)、テトラブロモビスフェノールＡ、チタン化合物、ジルコニウム
化合物、他の亜鉛化合物、例えば、スズ酸亜鉛およびヒドロキシスズ酸亜鉛など、ダイオ
キシン、亜リン酸ジエチル、リン酸ホウ素メチルアミン、シアノクアニジン(cyanoquanid
ine)、チオ尿素、エチル尿素、ジシアンジアミドおよびハロゲンフリーのホスホン酸誘導
体が挙げられる。
【００４１】
　当業者に公知の適用方法を用いて、繊維に化学的性質を加えることができる。難燃剤は
、単数であってもよく、または帯電防止剤、潤滑剤、接着剤、抗菌剤、染料、撥水撥油剤
、界面活性剤、および当技術分野で公知の他の化学助剤のような他の仕上げ用化学物質と
の組合せでもあってもよい。処理を均一に分散するためにビヒクルとして水または他の溶
媒を用いて行い得る化学法の適用後、基板を遠心分離し、乾燥させる。典型的な適用法は
、その全内容を本明細書の一部として援用するＴｉｎｔｏｒｉａ－Ｐｉａｎａの米国特許
第７，７３６，６９６号に開示されている。
【００４２】
　一例として、繊維に防火性化学物質を適用するために閉ループシステムおよびプロセス
を使用することができる。未処理繊維をまず、染料機などの容器内に配置し、そこで、防
火性化学物質を循環させる。防火性化学物質は、溶液、分散液またはエマルジョンの形態
であり得る。いくつかの実施形態では、防火性化学物質は水溶液の形態である。防火性化
学物質は溶液、分散液、エマルジョンにかかわらず、室温または高温であり得る。ほとん
どの実施形態では、防火性化学物質は溶液、分散液、エマルジョンにかかわらず、約４℃
～約１００℃の温度、他の実施形態では、２０～５０℃、さらに他の実施形態では、およ
そ周囲温度にある。
【００４３】
　繊維上および／または中への防火性組成物の吸収後、吸収されなかった防火性化学物質
は回収され、繊維のその後のバッチで再利用される。いくつかの実施形態では、防火性化
学物質の再利用は、繊維の連続するバッチを処理するために使用される同じ容器内で行う
ことができる。あるいは、回収は、吸収されなかった防火性組成物を、追加の繊維が入っ
ている第２の染色機に向けることにより、または防火性組成物を遠心分離もしくは他の手
段によって抽出することにより、または２つの方法の組合せにより達成することができる
。処理された繊維は、その後、洗い流し、乾燥させ得る。また、防火剤は、製造のその後
の段階で、例えば、バインダー繊維との混合もしくは不織布ウェブの形成の後に、または
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不織布ウェブにプリーツ加工を施した後に、繊維に適用し得る。
【００４４】
　有利には、リヨセル繊維への防火剤の適用に関しては、繊維コアへの防火剤の含浸が最
小限であるかまたは全く起こらずに防火剤が露出面をコートする多くのタイプの繊維とは
異なり、その高水分吸収と繊維断面から、断面繊維構造全体に実質的に浸透するように防
火剤を選択することができることが発見された。一実施形態では、ポリリン酸アンモニウ
ムは、リヨセル繊維に適用することができ、リヨセル繊維の断面全体に実質的に浸透する
ことが見出されている。
【００４５】
　処理された繊維からのバットは、当技術分野で一般に知られているように、繊維源を垂
直に配向された繊維に変えるためのいくつかの方法のうちの１つを用いて形成し得る。一
例として、垂直に配向された繊維は、本明細書の一部として援用する米国特許第５，７０
２，８０１号に記載のとおりに形成することができる。いくつかの実施形態では、バット
材料中の垂直に配向された繊維のピークは、１つのピークと隣接するピークの個々の繊維
の交絡を向上させるために、ブラッシングまたはニードルパンチ加工し得る。垂直に配向
された繊維の隣接するピークは実質的に同じ高さであり得るし、または反復パターンで異
なる高さを有していてもよい。
【００４６】
　いくつかの実施形態では、垂直に配向された繊維は、上述したように、プリーツ形態で
あり得る。プリーツは、プリーツ加工前に５ミリメートル（ｍｍ）（すなわち、約０．２
インチ）厚未満、他の実施形態では、約２ｍｍ厚（例えば、長さ約２０００ｍｍのマット
レスは約５００プリーツを有し得る、各枚または２枚）であり得る繊維のクロス積層不織
布ウェブから形成される。先に説明したように、ほとんどの実施形態では、繊維は０．６
３５～１０．１６ｃｍ（０．２５～４インチ）の長さである。製造中に、一度プリーツ加
工が施されたら、さらなる構造強度を提供するためにプリーツ層をクロスニードリングす
ることができる。
【００４７】
　プリーツ加工は、約５．０８（２インチ）未満の厚さを有するプリーツ層を提供するこ
とができる。繊維を積層する場合、カーディング処理によって、不織布ウェブの繊維の７
５％を超えるもの、他の実施形態では、９０％を超えるものは、整列され、例えば、基礎
となるマットレスまたはクッション性物品によって規定される面に対して実質的に垂直に
配向されている。
【００４８】
　上述したように、不織布ウェブまたはプリーツ層はまた、繊維マットを形成するために
繊維を接着するバインダー繊維を含むことができる。バインダー繊維は、約１３０℃の融
点を有する低融点ポリエステル周囲部の内側に、例えば、約２５０℃の融点を有する標準
的なポリエステルコアを有する二成分繊維であり得る。製造中に、二成分繊維を防火処理
された繊維と結合させるために、不織布ウェブを、繊維周囲部の溶融温度より高く、繊維
コアの温度より低く加熱処理することができる。プリーツ加工後、強度を向上させるため
に、不織布ウェブをクロスニードリングすることができる。必要に応じて、プリーツ層は
、繊維の垂直ラッピング配置の結果として製造プロセス中に切断し得る。
【００４９】
　難燃剤装填量は、一般に、難燃剤のタイプに依存し、一般に、繊維および防火剤の総重
量に対して１３～２０％の装填である。
　プリーツ層中での繊維が垂直配置であるため、クッション性物品、例えば、マットレス
に負荷が加わると、層中の繊維の垂直配置はばねのような方法で負荷を支援し、垂直に圧
縮して、周辺領域で平坦化することなく、負荷の形状に対応する。実際には、垂直に配向
された繊維、例えば、垂直ラッピング形成されたプリーツは、垂直ばねとして作用し、プ
リーツ間で限定された結合を達成するためにクロスニードリングを行っているが、負荷下
を除いてプリーツを平坦化させることはない。さらに、負荷が除かれたとき、垂直に配向
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された繊維の独立したばねのような性質から、垂直に配向された繊維は容易に形状を回復
する。
【００５０】
　有利には、垂直に配向された繊維、例えば、垂直ラッピング形成されたプリーツは、低
面積密度を有し、これによってより軽量の製品、それに対応してより安価な製造および輸
送がもたらされる。
【００５１】
　本開示をより容易に理解するために以下の実施例を参照するが、それらの実施例は本発
明を例示することを目的とし、その範囲を限定するものではない。
実施例
　実施例１．この実施例では、垂直に配向された防火処理繊維のバット製品を生産するた
めに使用される繊維は、７０％のポリリン酸アンモニウム処理したリヨセルと３０％の低
融点共重合ＰＥＴバインダー繊維との混合物とした。防火処理リヨセルは、リヨセル繊維
に防火化学を一貫して導入するために温度および圧力下で染浴法によって処理した。
【００５２】
　実施例２．この実施例では、複数の実質的に垂直に配向された難燃処理リヨセル繊維１
を含むバット材料層を形成した。実施例１の難燃処理リヨセル繊維、低分子量ポリエステ
ルを７０：３０の重量比で混合した。使用したリヨセル繊維は３デニール／フィラメント
（ｄｐｆ）×６３．５ｍｍ（２．５インチ）切断長さであり、ポリリン酸アンモニウムで
処理した。低融点共重合バインダー繊維は４ｄｐｆ×６３．５ｍｍ（２．５インチ）切断
長さであった。バット材料は、２８．３４９５グラム/０．９１４４平方フィート（１オ
ンス／平方フィート）の坪量を有し、１６ ＣＦＲ Ｐａｒｔ １６３３に従う燃焼試験を
行った。３つのサンプルを用いて得られた結果を下の表３に示す。
【００５３】
【表３】

　難燃処理リヨセル繊維について上に示した結果は、１６ ＣＦＲ Ｐａｒｔ １６３３と
して提供される最低限の要件を超えている。例えば、マットレスに適用される基準によれ
ば、ピーク発熱は２００キロワットを超えることができず、試験の最初の１０分で放出さ
れた総エネルギーは１５メガジュールを超えることができない。上に示されるように、ピ
ーク発熱は３８～４１キロワットであり、２００キロワットよりも大幅に少なく、最初の
１０分で放出された総エネルギーは４．３～６．７であり、標準的な最大値１５メガジュ
ールよりも大幅に少なかった。
【００５４】
　実施例３．この実施例では、難燃処理リヨセル繊維と未処理のリヨセル繊維との間で水
分取込みの比較を行った。難燃処理リヨセル繊維は、染浴法によってポリリン酸アンモニ
ウムで処理し、洗い流し、乾燥させた。繊維は、室温で５５％および９８％相対湿度に曝
した。結果は図５にグラフで示している。示されるように、処理したリヨセル繊維と未処
理のリヨセル繊維との間では水分取込みに差はなかった。
【００５５】
　本明細書は、最良の形態を含む実施例を用いて、本発明を開示するとともに、あらゆる
当業者が本発明を作製し使用することを可能にしている。本発明の特許性のある範囲は、
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特許請求の範囲によって規定され、当業者が想定するその他の実施例を含むことができる
。そのような他の実施例は、それらが特許請求の範囲の文言と相違しない構造的要素を有
する場合、またはそれらが特許請求の範囲の文言とは実質的に相違しない同等の構造的要
素を有する場合、特許請求の範囲内に含まれるものとする。

【図１】

【図２Ａ】

【図２Ｂ】

【図３】
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